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仙台市地域公共交通計画とは 

 

 仙台市地域公共交通計画の策定について 

本市では、東北を牽引する“新たな杜の都”を支える、質の高い公共交通を中心とした交通体系の実現のた

め、「せんだい都市交通プラン」を令和 3（2021）年 3月に策定し、本市における交通政策の指針を示しました。

現在、このプランに基づき、「質の高い公共交通を中心とした都市交通の充実」「賑わい創出に向けた都心交通

環境の再構築」「多様な都市活動を支える交通政策の推進」に向け取り組んでいます。 

「仙台市地域公共交通計画」は、本市が中心となって、事業者や市民と共に、本市における持続可能な公共交

通ネットワークの構築に向け、鉄道、路線バスや地域交通をはじめ、地域の実情に応じた公共交通のあり方を位

置付け、それぞれの施策について着実に推進し、移動手段を確保していくことを目的としています。 

 

 本計画の位置づけ 

本計画は、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」第 5 条に規定する法定計画であり、「仙台市総

合計画」を上位計画、「せんだい都市交通プラン」を関連計画とし、本市として目指すべき公共交通体系を実現

するため定めるものです。 

また、仙台市地域公共交通計画を策定したのち、利用者の利便増進に資する取組について、事業実施箇所、

実施主体、実施時期等を仙台市地域公共交通利便増進実施計画（以下、「実施計画」という。）として定め、施策

の推進に取り組みます。 

 

 計画の区域と期間 

本計画の区域は仙台市内全域とし、期間は、令和4（2022）年度から令和8（2026）年度までの 5年間とし

ます。なお、施策の実施状況や目標値の達成状況を検証・評価し、社会情勢の変化や今後策定する立地適正化

計画等の関連計画を踏まえ、適宜計画の見直しを行います。 
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仙台市の公共交通の現状と課題 

本市の現状から公共交通における問題をまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本市の人口は近い将来にピークを迎え、その後緩やかに減少するとともに、高齢化が今後も進むと予想されます。また、地域によって、人口の

増減・分布、居住地の世帯の年齢階層等に違いが見られます。 

・従業人口は都心や泉中央や長町などの拠点に集積・増加しています。 

・観光では、仙台城周辺の入込客数が増加する一方、公共交通アクセスの不便な観光地では減少傾向にあります。 

▶公共交通を取り巻く動向 

 
【全体】 

・自動車の利用割合は横ばい傾向となり、鉄道の利用割合は増加傾向にある一方で、路線バスの利用割合は減少傾向にあります。 

・移動の発生集中密度は、都心や拠点で高くなっています。 

・公共交通の人口カバー率は非常に高くなっています。 

 

【鉄道】 

・鉄道利用者は経年的に増加傾向にあり、鉄道沿線では分担率が高くなっています。一部の鉄道沿線から離れた地域でも分担率が高い地域

があります。 

 

【路線バス】 

・路線バス利用者は経年的に減少傾向にありますが、都心や北東部、北西部、南西部で分担率が高くなっています。 

・朝夕のピーク時間帯の需要は一定程度あるものの、都心流入部のバス停、交通量の多い道路、多くの系統が集中するバス停等で遅れが出て

いるなど、渋滞等に伴いバスの定時性が低くなっています。 

・他都市と比較すると、市域が広く、運行系統数が多い傾向にあります。 

・大型第二種運転免許の保有者数の減少や、免許保有者の高齢化の進行により、バス運転手の担い手が不足しています。 

 

【自動車】 

・自動車を所有しない若者が増加する一方、高齢者の自動車利用の割合が増加しています。 

・自動車の分担率は都心地域以外で高くなっています。 

 

【交通事故】 

・交通事故件数と死傷者数は減少傾向にあるものの、死傷者数の推移をみると、自動車と比較して自転車や徒歩での減少率が低い傾向にあり

ます。また、高齢者による事故の割合が増加しており、運転免許返納者数が増加傾向にあります。 

 

【都心】 

・都心の自動車交通量は減少傾向ですが、歩行者数は増加傾向にあります。 

・都心の立ち寄り個所数が少なく回遊性が低くなっており、自動車よりも鉄道、バス、二輪、徒歩の方が立ち寄り個所数が多くなっています。 

・一部の駅で鉄道端末自転車の分担率が高いものの、都心部では自転車の分担率が低くなっています。 

 

【交通環境の革新】 

・近年は低速 EVバスの普及促進、MaaS の発展など、新技術の普及、活用が進んでいます。 

・人口減少に伴い、公共交通の利用者が減少し、交通事業者の経営が

悪化することで、公共交通サービスの維持が困難になります。 

・路線バスの利用者数の減少やバス運転手の担い手不足により、公共

交通サービスが低下します。 

・都心の立ち寄り個所数が少なく、回遊性が低いことから、都心のに

ぎわいが低下、もしくは停滞します。 

▶社会情勢 

 

現状を踏まえた公共交通の問題 

・高齢者による事故の割合が増加し、免許返納を返納する高齢者が増

加することで、移動制約者となる高齢者が増加します。 
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本市の現状及び問題から公共交通の課題として、「公共交通カバー圏域の維持や公共交通によるアクセス利

便性確保」、「マイカーを持たない世代や高齢者等への移動手段の確保」、「都心回遊性の向上」、新技術の導入

を図る際の「既存サービス・制度との調整・整合」があげられます。 

  

現状

人口減・高齢化

バスの利用者・事業
者収入の減少傾向

バス運転手の担い手
確保が困難

問題 課題

高齢者による事故が
社会問題化・免許返

納者の増加

歩行者が仙台駅周辺
に集中傾向

都心来訪者の立ち寄
り個所数が少ない

都心部での端末自転
車分担率が低い

低速EVバス・MaaS
等の新技術の発展

公共交通サービスの
低下

移動制約者の増加

都心での賑わいの
低下、停滞

公共交通カバー圏域
の維持や公共交通に
よる中心部や鉄道駅
へのアクセス利便性

確保

マイカーを持たない
世代や高齢者などへ
の移動手段の確保

都心回遊性の向上

既存サービス・制度
との調整・整合
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公共交通に関する目標及び基本方針 

 目標 

本市では、質の高い公共交通を中心とした持続可能な公共交通ネットワークの構築を図るため、市民の皆様

とともに地域の実情にあった公共交通について意見交換などを行いながら、自由に移動ができる生活の実現を

目指します。また、このような公共交通ネットワークの構築により観光の振興やまちなかの賑わい向上を目指し

ます。 

 

※１ 質の高い公共交通とは： 

質の高さとは、わかりやすい運行ダイヤや運行間隔の設定などによる路線バスの利用しやすさを拡大すること、

地域主体の地域交通の維持確保による地域のきめ細かいニーズに応じた移動手段の確保、市内の IC 乗車券で

の公共交通利用や乗り換え抵抗の少ない運賃制度の実施などにより、市民や来訪者により選ばれる公共交通の

ことを指します。 

 

※２ まちなかとは： 

せんだい都市交通プランの地域区分（下図）における「都心地域」に該当します。 

 

 

市民との協働により、地域の実情に合った、誰もが利用しやすく質の高い
公共交通※１を持続的に確保し、自由に移動ができる生活の実現とまちなか
※２の賑わい向上をめざします。 
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 基本方針 

目標を実現するため、各課題に合わせて「公共交通軸の形成・機能強化」「路線バスの利便性向上」「地域交

通の維持・確保・充実」「都心回遊交通の強化」「公共交通のシームレス化・利用促進」の 5つの基本方針に基づ

き進めます。 

 

 

      

基本方針１ 公共交通軸の形成・機能強化

基本方針２ 路線バスの利便性向上

基本方針３ 地域交通の維持・確保・充実

基本方針４ 都心回遊交通の強化

基本方針５ 公共交通のシームレス化・利用促進

都心や拠点にアクセスできる公共交通軸の設定と強化に
より、機能集約型の都市づくりを目指す。

路線バスの利便性の向上により、持続可能な公共交通の
サービスの確保を目指す。

地域のニーズや実情に応じた地域主体の移動手段の維
持・確保・充実により、自由に移動ができる生活の実現
を目指す。

都心での多様な活動や利便性を高めるため、公共交通等
による都心の回遊性強化により、まちなかの賑わいの向
上を目指す。

公共交通を中心とした、持続可能な交通体系を構築する
ため、複数の交通手段を組み合わせた移動に関する利便
性の向上により、誰もが利用しやすい公共交通サービス
の確保を目指す。

【 課 題 】 【地域公共交通計画における基本方針】

公共交通カバー圏域の維持や
公共交通による中心部や

鉄道駅へのアクセス利便性確保

マイカーを持たない世代や
高齢者などへの
移動手段の確保

都心回遊性の向上

既存サービス・制度との
調整・整合

○公共交通の課題と地域公共交通計画における基本方針の対応 
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 公共交通ネットワーク 

地域公共交通計画の目標として掲げた持続可能な公共交通サービスを確保するためには、鉄道や地下鉄、

路線バスに加えて近年導入が進んでいる地域交通等、現在の公共交通サービスを整理した上で公共交通ネッ

トワークを構築することが重要です。また、機能集約型の都市づくりを実現するため、路線バスの各役割に応じ

た区間の設定や公共交通サービスによる適切な役割分担をする必要もあります。加えて、持続可能な公共交通

ネットワークのためには、市民の皆様で「乗って支える」という意識も重要です。 

そこで、基本方針に基づき、路線バスのネットワークについて「みんなで支える路線バスエリア」及び「みんな

で育む多様な交通確保エリア」の 2つのエリアに分類します。 

「みんなで支える路線バスエリア」においては、路線バスの役割分担を明確に位置づけ、優先的に施策を実施

する「バス幹線区間」及び「バス準幹線区間」を設定し、鉄道駅を中心とした都市づくりに資する鉄道軸を補完し

ます。また「フィーダー区間」を設定することで、主要な鉄道駅へのアクセスを構築し、鉄道駅を中心とした機能

集約型の都市づくりの実践を目指します。 

「みんなで育む多様な交通確保エリア」においては、地域の皆様と意見交換を重ねながら、地域の実情に応じ

た多様な移動手段の確保を目指し、持続可能な公共交通ネットワークの構築を図ります。 

公共交通ネットワークの構築にあたっては、分類基準に基づき、現状の路線バスの運行状況や沿線人口密度

から「みんなで支える路線バスエリア」と「みんなで育む多様な交通確保エリア」にエリア分けを行い、みんなで

支える路線バスエリアにおいて、沿線人口密度や施設密度等から地域の潜在需要に応じ、バス幹線区間、バス

準幹線区間及びフィーダー区間を設定し、公共交通ネットワークの構築を図ります。 

また、エリア及び各区間については、社会情勢の変化やバス利用状況等に応じて随時見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

エリア選定 

みんなで支える 

路線バスエリア 

需要に応じ、主に路線バスによる運行を維持するエリア 

みんなで育む 

多様な交通確保エリア 

地域、交通事業者、行政の三者で意見交換を行いながら、地域の実情に応じ

た路線バスやその他交通サービスのうち適した移動手段を検討するエリア 

区間選定（みんなで支える路線バスエリア内） 

バス幹線区間 鉄道に準じたサービスにより、都心アクセスの利便性を確保する区間 

バス準幹線区間 バス幹線区間に準じた都心アクセスの利便性を確保する区間 

フィーダー区間 鉄道駅へのアクセス路線として確保する区間 
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*１ 既成市街地の基準の 1/2より設定 
*２ 運行時間を 6～22時台の 17時間とみなし、その内のピーク時間帯（7～8時台、17～18時台の 4時間）は運行本
数 2 本/時、オフピーク時間帯（13 時間）は運行本数 1 本/時として、上り・下りの両方向を想定した際の運行本数
（ピーク時間帯：2本/時×4時間×2（両方向）＝16本、オフピーク時間帯 1本/時×13時間×2（両方向）＝26本の
計 42本）から、おおむね 40本と設定 

*３ 平均乗車密度は、各バス停間のバス乗車人数を平均したもので、1日の輸送人キロ（1日のバス停間乗車人数×
バス停間距離）を総運行距離で割ったものであり、国庫補助の基準から 5人と設定 

*４ 国土交通省の都市計画運用指針の記述「住宅用地の人口密度については、～（中略）～1ha 当たり 60 人以上と
することを基本とすることが望ましい。」より設定 

*５ 対象施設は医療（病院、診療所）、商業（延べ床面積 1,000 ㎡以上）、教育（高校・専門学校、短大、大学）、公共
（自治体庁舎）、文化（文化会館、図書館、博物館、美術館）施設であり、仙台市の市街化区域（工専除く）の平均値
より設定 

*６ 対象施設は*５と同様、仙台市の市街化区域（工専除く）の平均値の 1/2より設定 
*７ 都市計画法施行規則の既成市街地の基準より設定 
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 公共交通ネットワーク図 

 

 

注）みんなで支える路線バスエリアは路線バスの運行等を確約するものではありません。 

社会情勢の変化や公共交通の利用状況を考慮し、適宜見直しを行います。 



 

9  
 

各区間の起終点 

バ
ス
幹
線
区
間 

仙台駅～北六番丁小学校前 付近 
仙台駅～宮城野区役所前 付近 
仙台駅～若林一丁目 付近 
仙台駅～砂押町 付近 
仙台駅～大崎八幡宮前 付近 
仙台駅～宮城学院前 付近 
仙台駅～八乙女駅 付近 
仙台駅～交通局大学病院前 付近 
仙台駅～高等裁判所前 付近 

バ
ス
準
幹
線
区
間 

仙台駅（北六番丁小学校前）～東仙台営業所前 付近 
仙台駅（花京院シルバーセンター前）～東照宮一丁目 付近 
仙台駅（若林一丁目）～沖野四丁目南 付近 
仙台駅（砂押町）～南ニュータウン東・日本平 付近 
仙台駅（砂押町）～山田自由ヶ丘 付近 
仙台駅～茂庭台一丁目南 付近 
仙台駅（北仙台）～泉ビレジ四丁目 付近 
仙台駅（北仙台）～西中山 付近 
仙台駅（北山一丁目）～桜ヶ丘七丁目 付近 
仙台駅（北山一丁目）～歯学部付属病院東北会病院前 付近 
仙台駅（大崎八幡宮前）～吉成一丁目（南吉成地区内循環） 付近 
仙台駅（大崎八幡宮前）～国見ケ丘三丁目 付近 
仙台駅（宮城野区役所前）～鶴ケ谷七丁目（団地内循環） 付近 
仙台駅（高等裁判所前）～八木山動物公園駅 付近 
仙台駅（河原町駅南口）～飯田団地 付近 
仙台駅（本沢三丁目（下り）・仙台フィンランド健康福祉センター前（上り））～長命ヶ丘二丁目 付近 

フ
ィ
ー
ダ
ー
区
間 

陸前高砂駅～高砂市営住宅西 付近 
薬師堂駅～陸上自衛隊仙台駐屯地前 付近 
薬師堂駅～荒井駅（若林区役所前経由） 付近 
薬師堂駅～霞の目営業所前（大和小学校経由） 付近 
薬師堂駅～霞の目営業所前（遠見塚経由） 付近 
薬師堂駅～霞の目営業所前（古城三丁目経由） 付近 
南仙台駅～昭和北（北回り・南回り） 付近 
南仙台駅～柳生五丁目 付近 
八木山動物公園駅～長町駅前（芦口小学校経由） 付近 
八木山動物公園駅～長町駅前（緑ヶ丘三丁目経由） 付近 
八木山動物公園駅～長町駅前（八木山中学校経由） 付近 
八木山動物公園駅～長町駅前（八木山南団地経由） 付近 
八木山動物公園駅～南ニュータウン東 付近 
愛子駅～錦ヶ丘八丁目 付近 
台原駅～鶴ケ谷七丁目（団地内循環） 付近 
旭ヶ丘駅～鶴ケ谷七丁目（団地内循環） 付近 
泉中央駅～松陵中学校前（ニュータウン内循環） 付近 
泉中央駅～鶴が丘ニュータウン（ニュータウン内循環） 付近 
泉中央駅～東北学院大学泉キャンパス・松森団地南 付近 
泉中央駅～明石南四丁目・明石南二丁目・向陽台三丁目 付近 
泉中央駅～泉中央駅（将監団地循環） 付近 
泉中央駅～紫山（紫山地区内循環） 付近 
泉中央駅～住吉台西三丁目 付近 
泉中央駅～吉成一丁目（南吉成地区内循環） 付近 
泉中央駅～泉ヶ丘北 付近 
長町駅～茂庭台四丁目 付近 
八乙女駅～長命ヶ丘二丁目 付近 
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 各区間の施策展開の考え方 

みんなで支える路線バスエリアでは、利便性向上の取組による効果を安定して得られると考えられるバスの

運行間隔（1 時間に概ね 1本以上※１）を基に、各区間の施策に取り組みます。 

各区間の現在の運行状況は、幹線区間では 1時間に概ね 4本以上※２、準幹線区間では 1時間に概ね2本

以上※２、フィーダー区間では 1時間に概ね 1本以上※２となっており、沿線人口密度や施設立地密度などの地域

の潜在需要が多い区間であることから、それぞれに応じた施策を優先的に実施することにより、サービスの向上

を図ります。 

後述の「公共交通体系を実現するための施策と取組内容」で整理している取組内容のうち、「バス幹線区間」

及び「バス準幹線区間」では運行間隔の平準化による最大待ち時間の短縮などの事業者間調整やバス待ち環

境、走行環境の向上による定時性・速達性の確保などを、「フィーダー区間」では幹線区間との乗り継ぎしやす

い運行ダイヤ設定や鉄道と路線バスの乗り継ぎに関する情報提供の向上などを実施します。 

 

※１ 平成 26年度 国土交通白書第2章第2節 

※２ 片方向（上り）の本数 
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 公共交通体系を実現するための施策と取組内容 

地域公共交通計画の目標を実現するために必要な取組内容について実施するエリア及び区間を整理します。各取組内容については、行政が主体となり各関係者と連携を図りながら実施計画を策定し、進めます。 

 

 

みんなで

支える路線

バスエリア

みんなで育む

多様な交通

確保エリア

バス幹線 バス準幹線 フィーダー

1）バス幹線区間及び準幹線区間における事業者間調整 ● ● ● ●

2）バス待ち環境の整備 ● ● ●

3）走行環境等の整備 ● ● ●

1）フィーダー区間の事業者間調整 ● ● ●

2）乗り継ぎに関する情報提供の改善 ● ●

3）乗り継ぎ時刻表の掲示 ● ●

4）バス待ち環境の整備 ● ●

1）仙台駅における乗り継ぎ利便性向上策の実施 ●

2）泉中央駅周辺における交通環境改善策の検討 ●

1）地域の実情に合った移動手段の確保 ● ●

2）地域の移動手段確保について考える意見交換会の実施 ● ●

3）地域交通を利用しやすい運賃施策等の検討・実施 ● ●

1）地域交通結節点整備 ● ●

2）医療施設や商業施設等と連携した乗り継ぎ停留所の設置 ● ●

1）都心部における均一運賃制度の検討・実施 ●

2）均一運賃制度の更なる利用促進 ●

3）公共交通を利用した回遊のあり方検討 ●

⑦自動運転等新技術の活用の検討 1）自動運転等新技術の活用の検討 ●

1）スマートバス停の導入 ●

2）バス待ち環境の整備 ●

1）公共交通の情報提供の改善 ● ●

2）駅等交通結節点における案内誘導の改善 ●

3）路線バスの共通ナンバリングの導入検討 ● ● ●

1）一日乗車券等の実施 ● ●

2）新たな運賃・乗車券制度の検討 ● ● ●

3）公共交通利用者の優遇策の検討 ● ●

1）ICカード乗車券の利用・導入の促進 ● ●

2）キャッシュレス決済の検討 ● ●

3）ICカード乗車券の更なる利便性向上の検討 ● ●

1）鉄道駅バリアフリー化の推進 ●

2）誰にでも使いやすい移動車両等の導入 ● ●

1）住民モビリティ・マネジメント ● ●

2）転入者モビリティ・マネジメント ● ●

3）学生・生徒モビリティ・マネジメント ● ●

4）公共交通利用促進イベントの開催 ● ●

5）小学生への公共交通に関する学習の実施 ● ●

6）パーク&ライド等の推進 ●

⑭ＭａａＳの推進 1）MaaSの推進 ● ●

1）来訪者向け公共交通施策の実施 ●

2）来訪者向け交通手段の利用促進 ● ●

⑫駅やバス・地下鉄車両等のバリアフリー化

⑬モビリティ・マネジメント等の推進

⑮旅行者等が移動しやすい環境の整備

3.地域交通の維持・確保・

　充実

④地域交通による地域が主体となった移動手段の

　確保・充実

⑤地域交通と路線バス等をつなぐ交通結節点整備

4.都心回遊交通の強化 ⑥公共交通を利用した都心の回遊の促進

5.公共交通のシームレス化・

　利用促進等

⑧バス待ち環境整備

⑨公共交通の情報提供や案内誘導の改善

⑩運賃施策等による公共交通利用の促進

⑪キャッシュレス決済の利活用の促進

実施計画

策定予定

1.公共交通軸の形成・機能

　強化

2.路線バスの利便性向上

①バス幹線区間・準幹線区間における利便性

　向上策の実施

②フィーダー区間における利便性向上策の実施

③既存鉄道の機能強化

公共交通の基本方針 個別施策 取組内容

エリア 区間
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 主な取組内容 

【バス幹線区間・準幹線区間における利便性向上策の実施】（施策①） 

バス幹線区間及び準幹線区間においては、事業者間調整やバス待ち環境、走行環境の向上を行うことによ

り、定時性・速達性を確保し、利用者から選んでもらえる、利用しやすい路線バスを目指します。 

 

・バス幹線区間及び準幹線区間における事業者間調整 ［取組内容 １）］ 

本計画で設定した公共交通ネットワークの幹線・準幹線区間について、利用者に分かりやすい等間隔運行

（パターンダイヤ）による運行効率化や、複数のバス事業者による共同運行（運行ダイヤ調整、共通運賃設定等）

の可能性を検討し、運行内容を実施計画等にとりまとめます。 

 

 

 

 

 

 

 

【フィーダー区間における利便性向上策の実施】（施策②） 

フィーダー区間においては、鉄道と路線バスの乗り継ぎに関して、鉄道から接続するバス発車時刻の案内に

ついて、電光掲示板による情報提供（デジタルサイネージ）の導入に向けた検討やオープンデータ化の推進など

を行い、利用者が必要な情報をより得られやすく、より利便性の高い路線バスを目指します。 

 

・フィーダー区間の事業者間調整 ［取組内容 １）］ 

本計画で設定した公共交通ネットワークのフィーダー区間について、幹線区間との乗り継ぎがしやすいダイヤ

設定などの運行内容を実施計画等にとりまとめます。 

 

【地域交通による地域が主体となった移動手段の確保・充実】（施策④） 

地域交通の導入の検討や検討に関する話し合い、導入後の運営について技術的支援、財政的支援、利用促

進策への支援を行い、地域交通による地域が主体となった移動手段の確保・充実を図ります。 

 

・地域の実情に合った移動手段の確保 ［取組内容 １）］ 

地域交通が主体となって地域交通の導入を検討する場合は、「みんなで育てる地域交

通乗り乗り事業」により、技術的支援、財政的支援、利用促進策への支援を行います。 

地域での話し合いに専門家を派遣し、地域住民の移動実態の把握や地域課題の整

理、試験運行に向けた運行計画策定等への技術的な支援を行います。地域が主体で乗

合タクシー等の地域交通を運行する場合に、運行経費や停留所製作等の初期費用、広

報啓発費用に対する補助など財政的な支援を行います。地域交通を利用する高齢者や

障害者への運賃割引制度を導入した運営主体に対する減収分の補助やポスター・チラ

シの作成など、地域が主体となった利用促進策への支援を行います。  

【パターンダイヤ】 
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・地域の移動手段確保について考える意見交換会の実施 ［取組内容 ２）］ 

地域の皆様、交通事業者、行政の三者による意見交換会を実施し、持続可能な移動手段の確保や充実に向

けた検討を行います。 

移動手段の確保については、自家用有償運送（福祉有償運送を含む）などの路線バスや地域交通とは異なる

交通手段も考慮して検討します。また、地域交通の導入を検討する場合には、「みんなで育てる地域交通乗り乗

り事業」等により支援を行います。 

 

【運賃施策等による公共交通利用の促進】（施策⑩） 

本市では、公共交通の運賃について、様々な支援制度・運賃制度を実施しており、公共交通の利用促進を図

っています。 

既存の支援制度・運賃制度を継続するとともに、更なる公共交通の利便性の向上及び利用促進を図るため、

公共交通の利用を促すような新たな運賃設定や支援制度について検討します。 

 

・新たな運賃・乗車券制度の検討 ［取組内容 ２）］ 

本市の公共交通の利用状況を踏まえ他都市の運賃制度、割引制度を比較し、本市で公共交通の利用を促進

する運賃制度や、利便性の高い新たな乗車券制度を検討します。 

 

【モビリティ・マネジメントの推進】（施策⑬） 

本市のモビリティ・マネジメント等の取り組みである「せんだいスマート」では、公共交通を利用することを通し

て健康面や生活そのものがスマートなものへとなっていくことを願い、公共交通の利用促進を図るための様々

なソフト施策を実施しています。 

公共交通の利用方法や利便性、利点等を知っていただくことで、公共交通への親しみを醸成することにより、

自家用車と公共交通の上手な使い分けを促す、モビリティ・マネジメント等を推進します。 

 

・住民モビリティ・マネジメント ［取組内容 １）］ 

地域と連携した取り組みとして、路線バス沿線地域において、日頃の外出を便利で快適にするための意見交

換等を行い、実践してみる機会や実際に公共交通を利用する機会を提供します。 

地域において、交通機関の使い方を考え、体験することで、一人ひとりが、自分の目的に合わせて自家用車と

公共交通を上手く使い分けるという行動変化を促し、公共交通への利用転換を図るとともに、地域全体で公共

交通を支えるという活動につなげます。 

せんだいスマートを効率良く、持続的な取り組みとするためには、市民協働により市民が自発的に公共交通

利用促進の取り組みを展開していくことで、公共交通利用の意識が持続的なものとなることが期待されます。そ

のため、地域住民との意見交換や利用促進に係るツールの配布等を通じて、地域住民に公共交通の優位性や

有益性などの理解を深めてもらうことで、モビリティ・マネジメントを推進します。 

【意見交換会のイメージ】 
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 計画の評価指標 

本計画で掲げる目標及び基本方針に沿った評価指標として、以下の表のとおり指標を設定します。なお、これらの指標は今後の社会情勢や公共交通の利用状況等を考慮して見直すこともあります。公共交通利用者満足度の現況値は令

和3年度末時点、これ以外の指標については新型コロナウイルス感染症の影響が少ないと想定される令和元年度末時点とします。 

※１ 「せんだい都市交通プラン（R3.3）」におけるモニタリング指標 
※２ 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第五条第四項及び施行規則第十条の二に基づき、計画の目標として定めるよう努めるとされる項目 
 

目標・基本方針 評価指標（案） 頻度 現況値 目標値（R8 年度末時点） 

【目標】 
市民との協働により、地域の実情に合った、誰もが利用
しやすく質の高い持続可能な公共交通を確保し、自由に
移動ができる生活の実現とまちなかの賑わい向上をめざ
します。 

・公共交通利用者満足度※１ 
 

毎年 

JR・地下鉄   ％※3 
路線バス   ％ 
地域交通   ％ 
（R3 年度末） 

JR・地下鉄   ％※3 
路線バス   ％ 
地域交通   ％ 

・JR 在来線／地下鉄利用者数※１ 

毎年 
JR 76 百万人 

地下鉄 91 百万人 
（R1 年度末） 

JR 現況値までの回復 
地下鉄 100 百万人 

・市内を運行する路線バス事業者の営業収支比率※２ 
 毎年 

公営交通 67.9％ 
民間事業者 83.9％ 

（R1 年度末） 

公営交通 71.7％ 
民間事業者 経営の健全化 

【基本方針１】 
 公共交通軸の形成・機能強化 
 

・幹線区間、準幹線区間、フィーダー区間を運行するバス利
用者数※１、※２ 毎年 

22 百万人 
（R1 年度末） 

現況値までの回復 

・市内を運行する路線バス事業者の路線バスの 1 便あたり
利用者数※１ 毎年 

27.4 人／便 
（R1 年度末） 

現況値までの回復 

【基本方針２】 
 路線バスの利便性向上 

・実施計画の策定 
― ― 計画の策定及び実施 

【基本方針３】 
 地域交通の維持・確保・充実 

・地域との意見交換実施地区数 
毎年 

2 地区 
（R1 年度末） 

15 地区 

・地域交通の導入地区数※１ 

 毎年 
2 地区 

（R1 年度末） 
7 地区 

・地域交通利用者数※１ 

（試験運行等を含む） 毎年 
8,428 人 

（R1 年度末） 
19,710 人 

【基本方針４】 
 都心回遊交通の強化 

・都心部歩行者通行量※１ 
 毎年 

平日 38,794 人 
休日 47,700 人 
（R1 年度末） 

平日 44,000 人 
休日 54,000 人 

・都心における公共交通利用者数 
 毎年 

164 万人 

（R1 年度末） 
現況値までの回復 

【基本方針５】 
 公共交通のシームレス化・利用促進 

・せんだい市バス・地下鉄ナビ 
毎年 

22 百万件 

（R1 年度末） 
22 百万件 

・キャッシュレス決済乗車券利用率※１ 
毎年 

91.0％ 

（R1 年度末） 
95.0％ 

・低床バス（ノンステップバス）の導入率 
毎年 

68.4％ 
（R1 年度末） 

96.0％ 

※３ 公共交通利用満足度については、令和 3 年度内に調査予定のため、最終案に

おいて記入します。 
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市民
利用者・企業
大学 等

仙 台 市
交 通

事 業 者

各主体の協働による

交通政策の推進

 推進体制 

本計画の推進は、施策の実施主体となる行政、交通事業者を始め、市民や

企業・団体などの関係者と協議・連携することで図っていきます。 

本計画や実施計画にかかる協議、施策の進捗把握を行う「仙台市交通政策

推進協議会」において、関係者との連携を図り、また、取組内容の実施にあたっ

ては、国等の補助も活用しながら必要額を確保し、計画目標の実現に取り組み

ます。 

 進捗管理 

本計画は、計画策定（Plan）、施策・事業の実施（Do）、進捗管理・評価（Check）、見直し・改善（Action）を

繰り返す、PDCAサイクルにより推進していきます。 

以下に示す通り、計画期間及び年間単位において進捗管理や事業の評価、次年度事業への反映などを実施

していき、協議会などの開催に応じて PDCAサイクルを検討し、推進します。なお、各年の事業計画は行政（仙

台市）が作成し、先述の協議会で承認を行います。 

 

 

R04年度

（2022）

R05年度

（2023）

R06年度

（2024）

R07年度

（2025）

R08年度

（2026）

P 計画策定

D 施策の実施

施策実施状況の評価

（プロセス評価）

目標の達成状況の評価

（効果の評価）

課題共有

A 改善と反映

R03年度

（2021）

計画期間

C

R09年度

（2027）

以降

計画策定

段階的に事業を実施

実施状況の評価

毎年確認可能な
数値のチェック

実施の
課題共有

次年度事業の
改善と反映

反映 反映 反映 反映

次期計画策定

【PDCAサイクル】 

【年間単位の進捗管理】 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

進捗管理

法定

協議会

地域

公共交通

会議

主な行事

　　など
★

施策実施
D

次年度予算要望

バスのダイヤ検討

次年度事業計画の検討

P

前年度の施策評価
に基づく改善と反映

C

確保維持事業申請

モニタリング

C

今年度事業の検証

C

➊

実施状況の確認、
評価、課題の共有
改善検討

A
次年度へ

➋ ➌

運賃設定等の協議



 

   
 

市民意見募集の実施について 

「仙台市地域公共交通計画」中間案について、市民の皆さまからの意見を募集します。 

皆さまからのご意見を踏まえ、令和 4年 3月に「仙台市地域公共交通計画」を策定する予定です。 
 

 募集期間 
 

令和3年１１月２２日（月）～令和3年１２月２２日（水）【必着】 
 

 意見提出方法 

①WEBの応募フォーム（電子申請） 

下記の「みやぎ電子申請サービス」にアクセスし、入力してください。 

（未定） 
 

②郵送・ファクス・電子メール 

任意の様式に、中間案に対するご意見のほか、住所（団体の場合は所在地）、氏名（団体の場合は団体名 

及び代表者氏名）をご記入の上、下記の宛先までご提出ください。 

●郵送 〒980-8671 仙台市公共交通推進課（※郵便番号と宛名だけで届きます） 

●ファクス 022-211-0017 

●電子メール tos009520@city.sendai.jp 
 

③障害などの理由により①・②によることが難しい場合は可能な提出方法についてご相談ください。 
 

 資料の閲覧および配布場所 

全体版・概要版ともに、下記の市ホームページよりご覧いただけます。 

（未定） 

また、次の場所で全体版の閲覧及び概要版の配布をしています。 

市役所本庁舎１階市民のへや、市政情報センター、７階公共交通推進課、 

宮城野区・若林区・太白区情報センター、各区役所及び総合支所の案内窓口 
 

 提出いただいたご意見の取扱い 

 提出いただいたご意見は、個人が特定できない内容に編集し、ご意見に対する市の考え方と併せて、令和

4年 2月頃に市ホームページで公表します。 

 ご意見に対する個別の回答は行いません。 

 ご記入いただいた個人情報は適正に管理を行い、他の目的では使用いたしません。 

 

問
合
せ
先 

仙台市 都市整備局 総合交通政策部 公共交通推進課 

〒980‒8671 仙台市青葉区国分町３－７－１ 

電話：０２２‒２１４‒８３53  ファクス：０２２‒２１１‒００１７ 

電子メール： tos009520@city.sendai.jp 

 

 

ＱＲコード 

mailto:tos009520@city.sendai.jp

